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研究成果の概要（和文）：本研究は、障がい者の就労継続を促進する人材マネジメントを明らかにすることを目
的としている。理論的検討、質的調査および量的調査結果の分析の結果、就労継続支援事業所および特例子会社
の障がい者の仕事意欲と就労継続意志を促進する人的資源管理施策や職務設計、さらには、組織内における諸活
動などが具体的に明らかにされた。特に、特例子会社は就労継続支援事業所と共通する点があることも解明され
た。就労継続支援事業所を対象とした調査で明らかにされた点について、特例子会社を対象に調査・分析を実施
した。その結果、同様の特性が見られることが明らかにされた。

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify human resource management to promote continued 
employment of handicapped person. We performed theoretical review and performed a qualitative and 
quantitative research afterwards. As a result, we clarified human resource management measures, job 
design, and various activities within the organization to promote work motivation and intention to 
continue working of handicapped person at work continuance support office and special subsidiary 
company. Furthermore, survey and analysis were conducted for special subsidiaries on the points 
clarified in the research targeting the employment continuation support office. As a result, it was 
revealed that similar characteristics can be seen.

研究分野：社会福祉学
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１．研究開始当初の背景 
障がい者の就労継続を促進していくには、
適正な雇用管理を含めた組織の人的資源管
理の枠組みのなかで対応していくことが重
要とされる（労働政策研究・研修機構 2005）。
このような流れに類する研究は、眞保（2010）、
高齢・障害・求職者雇用支援機構（2012）な
ど、数多く行われている。具体的には、企業
の障がい者雇用の実態や企業が行う就労継
続の取り組み、就労後のキャリア形成支援の
実態などが明らかにされ大きな成果を上げ
てきた。 
しかし、これらの研究は「就労継続」にお
ける配慮事項や取組課題に研究上の焦点が
あるため、そこで働く障がい者の能力開発や
仕事意欲、組織への帰属意識といった人的資
源管理上の問題は、十分に取り扱われていな
い。そのため、「就労継続」支援のための議
論は、「障害特性に応じた多様な就業形態の
導入」「障害特性や対応方法の従業員理解」
「業務遂行を援助する者の配置」等の抽象的
な提言に留まっているのが現状である。 
一方、社会福祉運営管理論においては、組
織 コ ミ ッ ト メ ン ト （ organizational 
commitment）という概念が注目されている。
組織コミットメントは、帰属意識とも表現さ
れる。具体的には、感情的コミットメント（組
織への好意的な感情に基づいた関係）、存続
的コミットメント（組織を辞める際のコスト
の知覚に基づいた関係）、規範的コミットメ
ント（義務感や責任感に基づいた関係）が含
まれる。 
この概念は、もともと心理学や社会学の研
究領域で扱われてきた。そこでは、個人と組
織との間の心理的距離を表わす概念として
位置づけられ、組織と一体化する個人や組織
に依存する個人の静態的な関係と、それを生
み出す要因の探索に研究の焦点がしぼられ
ていた。 
ところが、社会福祉運営管理論の文脈にお
いては、経営管理の手段が組織コミットメン
トをいかに促進するのかが問われる。具体的
には、経営理念の共有、ビジョンや価値観の
共鳴、職務特性、人的資源管理施策などであ
る。これらのうち、一部のものは取り扱われ
てきた。たとえば、昇進、教育訓練、雇用保
障（Gaertner ら 1989）、職務自律性、タスク・
アイデンティティ（Steers 1977）などであ
る。しかし、それ以外の先行要因の多くは取
り扱われてこなかった。 
このような状況に対し、福間（2013a）に
おいて、組織コミットメントが就労継続を促
進する個人レベルにおける具体的かつ基本
的態度であると位置づけ、離転職意思と組織
コミットメントの関係が明らかにされてい
る。さらに福間（2013b）においては、経営
管理の手段が組織コミットメントをいかに
促進するのかについて研究を進め、人的資源
管理施策から見た先行要因の特定が行われ
ている。そこでは、適正配置、公平な評価、

教育訓練の充実が、組織コミットメントの促
進に寄与していることが明らかにされてい
る。なお、これらの研究は、介護サービス事
業所の介護労働者を対象に行われたもので
ある。 
障がい者の就労は、これまで一般就労と切
り離して考えられがちであったが、障がい者
の就労を継続させるための人材マネジメン
トは、一般従業員に適用される普遍的な人事
管理手法と共通している可能性がある。具体
的には、仕事意欲や組織へのコミットメント
と、それを可能にする人的資源管理施策が障
がい者の場合にも有効となり得る。 

 
２．研究の目的 
本研究は、障がい者の就労継続を促進する
人材マネジメントを、組織コミットメントを
中心に据えて分析し、明らかにすることを目
的としている。その実現のために、以下のよ
うな 4つの研究課題を設定する。 
①組織コミットメントを促進する人材マネ
ジメント施策の把握 
②組織コミットメントと経営成果の関係の
把握 
③人材マネジメント施策と組織コミットメ
ントの関係を媒介することが予想される
要因の解明 
④特例子会社を対象とした事業所比較によ
るマネジメント・モデルの一般化の追求 
これらの点が明らかになれば、障がい者の
人的資源管理を通し、就労継続を促進するメ
カニズムを解明でき、結果として、障がい者
雇用の量的拡大推進に寄与することができ
ると考えられる。 
 
３．研究の方法 
 理論的検討、質的調査および量的調査を行
った。理論的検討では、人的資源管理分野に
おける既存研究に加え、障害福祉分野および
職業リハビリテーション分野における検討
も行った。 
 質的調査では、特例子会社および就労継続
支援事業所の代表者、管理者、一般従業員を
対象にインタビュー調査を実施した。量的調
査では、複数の特例子会社の障がいのある従
業員を対象に質問紙調査を実施した。 
 
４．研究成果 
理論的検討、質的調査および量的調査の分
析の結果、就労継続支援事業所における人材
マネジメントにおいては、採用時の現実的職
務予告や社会化戦術は、組織への帰属意識を
高め、離転職意志の低下につながること、心
理的契約はそれが履行されることではじめ
て組織に対する愛着を高め、離転職意志を低
下させること、メンタリングと社会的支持を
多く調達できる人ほど離転職意志の低下に
つながることなどが明らかにされた。 
特例子会社における人材マネジメントに
おいては、採用時の現実的職務予告、ハンデ



ィ解消策、敏速な職場適応支援策、タテとヨ
コのコミュニケーション、全体的なフォロー
アップ、公正な評価と処遇、自律性を確保し
た職場運営が、モチベーションの向上や職場
定着に寄与していることが明らかされた。よ
り具体的には、以下の 4点に要約可能な点が
解明された。 
 
(1)特例子会社で働く障がい者の離職意志を
低下させるためには、組織への情緒的コミッ
トメントと規範的コミットメントが重要で
ある。 
(2)情緒的コミットメントと規範的コミット
メントを高めるためには、人的資源管理施策
に加え職務設計が重要である。 
(3)人的資源管理施策としての教育訓練の充
実、雇用保障が特に重要である。また、職務
設計としての技能多様性はそれほど重要で
はないのに対し、タスク重要性、職務自体か
らのフィードバックが非常に重要である。 
(4)特例子会社で働く障がい者の仕事成果を
高めるためには、組織への情緒的コミットメ
ントが重要である。 
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